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： 令和 8 年 3 月

： 令和 8 年度 令和 17 年度

※複数の施設を有する事業にあっては、施設ごとの状況が分かるよう記載すること。

１．事業概要

（１）

人

（２） 料　金　形　態

別添１０－１

仙北市温泉事業経営戦略

団 体 名 仙北市

事 業 名 温泉事業

策 定 日

計 画 期 間 ～

事　業　形　態

法適（全部適用・一部適用）
非 適 の 区 分

法適（全部） 事 業 開 始 年 度 昭和36年度

事 業 の 種 類
温泉事業

（観光その他事業）
施 設 名 仙北市温泉事業

職 員 数 1

事 業 の 内 容
　昭和３６年に供給を開始。乳頭・田沢湖高原・水沢地区の旅館、ホテル、その他利用者への温泉
供給を行う。

 ア　民間委託
　料金賦課徴収等業務委託
　温泉分湯槽メンテナンス等業務委託

 イ　指定管理者制度 　無し

 ウ　ＰＰＰ・ＰＦＩ 　無し

料 金 の 概 要 ・ 考 え 方

１口当たりの固定料金（税込み）　※１口：供給量１日９キロリットル
　普通供給料（月額） 　　　　　１８，７００円
　特別供給料（開始時）　２，２００，０００円
　特別供給料（譲渡時）　　　２２０，０００円

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含まない）

平成18年10月1日

民 間 活 用 の 状 況



（３） 現在の経営状況

２．将来の事業環境

（１） 温泉供給数の見通し

（２）

年 間 利 用 状 況
※ 単 位 を 明 記 す る こ と
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　R４
　延べ供給戸数
　延べ供給口数

５４０戸
１，６２１口

　R５
　延べ供給戸数
　延べ供給口数

５３１戸
１，６１１口

　R６
　延べ供給戸数
　延べ供給口数

５１２戸
１，５９２口

経 常 収 支 比 率
（ 又 は 収 益 的 収 支 比 率 ）
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　R４ ９９．８８％ 　R５ ８５．５６％ 　R６ ９４．５５％

有形固定資産減価償却率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　R４ ６６．０８％ 　R５ ６７．０３％ 　R６ ６７．１８％

他 会 計 補 助 金 比 率
※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載

　R４ ３４．８８％ 　R５ ３７．５６％ 　R６ ４３．４１％

　温泉供給料収入については、利用者の高齢化や観光客の減少により減少傾向にあります。また、世界的な社会情勢により、燃
料及び資材等の価格の高騰や、労務単価が上がり続けている状況により支出が増加しています。
　温泉施設の維持管理について、必要に応じその都度修理更新を行っておりますが、経年劣化による設備故障や配湯管の漏水、
機器の故障等により突発的な修理が生じています。

料金収入の見通し

　令和６年度の温泉供給数は４２戸、１３２口であり、ピーク時の平成１０年度の７４戸、２１８口と比較すると△３２戸、△８６口と大き
く減少しています。
　利用者の高齢化や観光客の減少により温泉供給数が減少しており、今後も減少傾向は続くと考えられます。

　令和６年度の温泉供給数のうちホテル・旅館等が２５戸、１０７口、別荘・保養所等が１７戸、２５口となっておりますが、利用者の
高齢化や観光客の減少により、温泉供給数が減少傾向にあることから料金収入も減少すると推測します。

企業債残高対料金収入比
率

※ 過 去 ３ 年 度 分 を 記 載
　R４ ３９２．０８％ 　R５ ３３２．６５％ 　R６ ２９４．３０％

宿泊客数（観光客数）の見通しについての図表

料金収入の見通しについての図表
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（３）

（４）

３．経営の基本方針

４．投資・財政計画（収支計画）

（１） 投資・財政計画（収支計画） ： 別　紙　の　と　お　り

（２） 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

②　収支計画のうち財源についての説明

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

施設の見通し

組織の見通し

　国内でも有数の観光地である仙北市にあって、乳頭・田沢湖高原・水沢地区はとりわけ重要な観光拠点の一つです。当該地区
の旅館等へ温泉を供給することにより、温泉事業は仙北市における観光振興の一翼を担っています。
　事業開始時から市所有のカラ吹き源泉で造成した温泉水を全地区に供給していましたが、現在は造成量減退により源泉を所有
する契約企業から別源泉の温泉水を購入し、田沢湖高原、水沢地区へ供給しています。
　温泉は仙北市にとって重要な観光資源であります。将来にわたり安定的に温泉供給が継続できるよう、施設の維持管理を計画
的かつ効率的に行ってまいります。

目 標

　日常の維持管理業務等で施設の状況を把握し、随時計画に反映させることで事業費の平準化を
図ります。また、長寿命化に向け検討します。

　新規施設の建設予定はありませんが、事業開始から６０年以上経過しており、かなり老朽化している施設があることから、日常メ
ンテナンス業務等により早期に異常箇所を発見し、計画的に修繕や更新をしていく必要があります。

　業務の一部を民間に委託しながら、職員数と業務量のバランスを鑑み適切な人員の配置に努めます。

　今後１０年以内での大規模な改修等は予定していませんが、今後も適切な維持管理に努め、定期的に点検を行い、施設の長寿
命化を図ってまいります。
　カラ吹き２号源泉については、平成２７年３月に発生したカラ吹き源泉事故を契機として、今後の温泉事業のあり方について検討
を重ねた結果、温泉事業の所有する源泉を埋抗することで進めておりましたが、埋抗工事作業中の安全対策が難しいことから実
施設計業務を行える業者がおらず早期の発注は難しい状況ですので、老朽化が進んでいるカラ吹き源泉井周囲の安全対策を行
い事故防止を図ります。
　また一方で、カラ吹き源泉を利活用したいという要望もあることから、一定の安全性が確認でき次第、埋坑の実施を含め、今後の
活用について検討します。

目 標

　損益収支不足分と企業債償還及び建設改良費に充てるため、毎年度一般会計から繰り入れてい
る状況にあることから、経費削減や収入増加に努め、一般会計からの繰入金の縮減を図ります。

　当事業における主な収益的収入は、営業収益の供給料収入、営業外収益の一般会計繰入金です。このうち供給料収入につい
ては、利用者の高齢化や観光客の減少により、収入も減少しており、今後もその傾向は続く見込みです。
　一般会計繰入金については、効率的な維持管理を行い、経費削減や事業費の平準化を図ることで繰入額の縮減に努めます。

　職員給与については、今後も運営状況を勘案し、適正な人員で運営してまいります。
　燃料費については、灯油代が高騰していることから、ボイラーの運転期間を極力抑え費用縮減に努めます。
　温泉使用料については、引き続き、温泉購入単価の引き下げ等について、源泉所有の契約企業と交渉してまいります。

仙北市職員

１名

直営業務

（管理、庶務、非

常時対応）

民間委託

（温泉供給施設のメンテナンス業務）

民間委託

（料金賦課徴収等業務）



①　今後の投資についての考え方・検討状況

②　今後の財源についての考え方・検討状況

③　投資以外の経費についての考え方・検討状況

５．公営企業として実施する必要性など

（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

※投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　また、 （１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向けた取組
の方向性、検討体制・スケジュールや必要に応じて経費回収率等の指標に係る目標値を記載すること。

民 間 活 用 　民間委託実施済みの業務に加え必要に応じ他業務についても検討します。

投 資 の 適 正 化
　本計画期間に予定のないものについては、日常維持管理等で状況を把握し、随時計画に反映す
ることで事業費の平準化を図ります。また、長寿命化に向け検討します。

そ の 他 の 取 組 　特筆すべき事項はありません。

料 金 　必要に応じ料金改定を検討します。

稼 働 率 ・ 利 用 者 数
　利用者増を図る必要がありますが、現状では利用者の高齢化や観光客の減少により、温泉供給
数も減少しており、今後も減少傾向は続くものと推測します。なお、本計画期間での供給区域拡大の
計画はありません。

企 業 債 　新規の借入は極力控え必要最低限とし、企業債残高の縮減を図ります。

繰 入 金
　公営企業としては独立採算制を基本としていますが、現在の経営状況では一般会計からの繰入
れを見込まなければなりません。今後も費用の縮減等により繰入金の縮減に取り組みます。

資 産 の 有 効 活 用 等 に よ る
収 入 増 加 の 取 組 　特筆すべき事項はありません。

そ の 他 の 取 組 　特筆すべき事項はありません。

委 託 料 　各種委託業務を精査し内容の見直し等を行うことで、経費を削減し事業の効率化を図ります。

管 理 運 営 費
　施設の定期的な点検及び日常のメンテナンス業務により修繕箇所を早期に発見し、計画的に修繕
することで施設の延命を図り費用の縮減に努めます。

職 員 給 与 費 　健全経営に向けて適正な人員の配置に努めます。

そ の 他 の 取 組 　特筆すべき事項はありません。

事業の意義、提供する
サービス自体の必要性

　乳頭・田沢湖高原・水沢地区の旅館、ホテル、その他利用者へ温泉を供給することは、仙北市の
観光振興にとって重要な役割を担っており、温泉事業は必要不可欠な事業です。

公営企業として実施す
る 必 要 性

　地方財政法第６条の規定によります。



６．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

経営戦略の事後検証、
改 定 等 に 関 す る 事 項

　毎年度の決算期において、経営状況及び進捗状況の確認作業を行います。算定から５年後に中
間検証を行い、必要に応じて計画の見直しを行います。ただし、社会情勢の変化等、計画査定時に
想定し得ない状況が生じた際は、さらに短い期間で計画の見直しを行います。



様式第2号（法適用企業・収益的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）

年　　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． (A) 26,471 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621
(1) 26,471 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621
(2) (B)
(3)

２． 27,497 37,376 50,769 50,160 49,292 48,623 47,549 46,735 45,890 45,324 44,766 44,232
(1) 24,778 34,774 48,169 47,562 46,694 46,025 44,951 44,137 43,292 42,726 42,168 41,634

24,778 34,774 48,169 47,562 46,694 46,025 44,951 44,137 43,292 42,726 42,168 41,634

(2) 2,671 2,602 2,600 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598 2,598
(3) 48

(C) 53,968 66,997 80,390 79,781 78,913 78,244 77,170 76,356 75,511 74,945 74,387 73,853
１． 56,843 82,195 80,112 79,531 78,696 78,069 77,039 76,270 75,461 74,915 74,376 73,842
(1) 7,341 7,667 7,667 7,667 7,667 7,667 7,667 7,667 7,667 7,667 7,667 7,667

3,585 3,651 3,651 3,651 3,651 3,651 3,651 3,651 3,651 3,651 3,651 3,651

3,756 4,016 4,016 4,016 4,016 4,016 4,016 4,016 4,016 4,016 4,016 4,016
(2) 38,069 62,798 60,759 60,179 59,606 59,039 58,477 57,920 57,370 56,824 56,285 55,751

1,395 4,303 2,849 2,849 2,849 2,849 2,849 2,849 2,849 2,849 2,849 2,849

36,674 58,495 57,910 57,330 56,757 56,190 55,628 55,071 54,521 53,975 53,436 52,902
(3) 11,433 11,730 11,686 11,685 11,423 11,363 10,895 10,683 10,424 10,424 10,424 10,424

２． 233 302 278 250 217 175 131 86 50 30 11 11
(1) 233 302 278 250 217 175 131 86 50 30 11 11

(2)
(D) 57,076 82,497 80,390 79,781 78,913 78,244 77,170 76,356 75,511 74,945 74,387 73,853
(E) △ 3,108 △ 15,500
(F)
(G)
(H)

△ 3,108 △ 15,500
(I) △ 10,299 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799 △ 25,799
(J) 124,099 130,732 139,816 148,900 157,722 166,483 174,776 182,858 190,680 198,503 206,325 214,143

51,426 4,000 48,789 44,649 45,777 45,819 45,863 45,908 40,236 40,256 39,688 38,500
(K) 34,483 14,174 10,049 11,177 11,219 11,263 11,308 5,636 5,656 5,088 3,900 3,900

27,419 10,290 6,149 7,277 7,319 7,363 7,408 1,736 1,756 1,188

6,421 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000
( I )

(A)-(B)

(L)

(M) 26,471 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621 29,621

(N)

(O)

(P)

営 業 収 益
料 金 収 入
受 託 工 事 収 益
そ の 他

営 業 外 収 益
補 助 金

他 会 計 補 助 金
そ の 他 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
そ の 他

収 入 計
営 業 費 用

職 員 給 与 費
基 本 給
退 職 給 付 費
そ の 他

経 費
動 力 費
修 繕 費
材 料 費
そ の 他

減 価 償 却 費
営 業 外 費 用

支 払 利 息
う ち 資 本 費 平 準 化 債 分
そ の 他

支 出 計
経 常 損 益 (C)-(D)

特 別 利 益

流 動 資 産
う ち 未 収 金

流 動 負 債
う ち 建 設 改 良 費 分

特 別 損 失
特 別 損 益 (F)-(G)
当 年 度 純 利 益 （ 又 は 純 損 失 ） (E)+(H)

健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（N）/（P）×100)

本年度 令和９年度 令和１０年度

地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

(（L）/（M）×100)

健 全 化 法 施 行 令 第 16 条 に よ り 算 定 し た
資 金 の 不 足 額

健 全 化 法 施 行 規 則 第 ６ 条 に 規 定 す る
解 消 可 能 資 金 不 足 額

健 全 化 法 施 行 令 第 17 条 に よ り 算 定 し た
事 業 の 規 模

う ち 一 時 借 入 金
う ち 未 払 金

地方財政法施行令第15条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (A)-(B)

繰 越 利 益 剰 余 金 又 は 累 積 欠 損 金

△ 87 △ 87 △ 87 △ 87

令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度 令和１４年度 令和１５年度

△ 87

収

益

的

収

支

収

益

的

収

入

収

益

的

支

出

令和１６年度 令和１７年度

累 積 欠 損 金 比 率 （ ×100 ） △ 39 △ 87 △ 87 △ 87 △ 87 △ 87 △ 87



様式第2号（法適用企業・資本的収支） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

１． 8,000 6,700

２． 21,957 29,492 10,289 6,149 7,277 8,319 8,363 8,408 2,736 2,756 2,188 700

３．

４．

５．

６．

７．

８．

９．

(A) 29,957 36,192 10,289 6,149 7,277 8,319 8,363 8,408 2,736 2,756 2,188 700

(B)

(C) 29,957 36,192 10,289 6,149 7,277 8,319 8,363 8,408 2,736 2,756 2,188 700

１． 8,164 8,778

２． 21,863 27,419 10,289 6,149 7,277 8,319 8,363 8,408 2,736 2,756 2,188 700

３．

４．

５．

(D) 30,027 36,197 10,289 6,149 7,277 8,319 8,363 8,408 2,736 2,756 2,188 700

(E) 70 5

１． 70 5

２．

３．

４．

(F) 70 5

(G)

(H) 77,904 57,185 46,896 40,747 33,470 25,151 16,788 8,380 5,644 2,888 700
　

○他会計繰入金 （単位：千円）
年　　　　　度 前々年度 前年度

区　　　　　分 （ 決 算 ）
決 算
見 込

24,778 34,774 48,169 47,562 46,694 46,025 44,951 44,137 43,292 42,726 42,168 41,634

24,778 34,774 48,169 47,562 46,694 46,025 44,951 44,137 43,292 42,726 42,168 41,634

21,957 29,492 10,289 6,149 7,277 8,319 8,363 8,408 2,736 2,756 2,188 700

21,957 29,492 10,289 6,149 7,277 8,319 8,363 8,408 2,736 2,756 2,188 700

46,735 64,266 58,458 53,711 53,971 54,344 53,314 52,545 46,028 45,482 44,356 42,334

企 業 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 出 資 金

他 会 計 補 助 金

他 会 計 負 担 金

他 会 計 借 入 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

固 定 資 産 売 却 代 金

工 事 負 担 金

そ の 他

計

(A)のうち翌年度へ繰り越さ
れる支出の財源充当額

純 計 (A)-(B)

建 設 改 良 費

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

合 計

本年度

本年度

他 会 計 借 入 金 残 高

企 業 債 残 高

収 益 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

繰 越 工 事 資 金

そ の 他

計

補 塡 財 源 不 足 額 (E)-(F)

令和１４年度 令和１５年度 令和１６年度 令和１７年度

補

塡

財

源

令和９年度 令和１０年度 令和１１年度 令和１２年度 令和１３年度

そ の 他

計

資本的収入額が資本的支出額に
不足する額     　　    (D)-(C)

損 益 勘 定 留 保 資 金

利 益 剰 余 金 処 分 額

う ち 職 員 給 与 費

資

本

的

収

支

資

本

的

収

入

資

本

的

支

出

企 業 債 償 還 金

うち資本費平準化債償還金

他 会 計 長 期 借 入 返 還 金

他 会 計 へ の 支 出 金




